
総社市告示第９７号 

 

総社市私立保育所整備事業費補助金交付要綱（平成１７年総社市告示第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

令和５年９月１４日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（様式の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（様式の

表示を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合

には，当該改正部分を削り，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄中様式の表示に下線が引かれた様式（以下「移動様式」という。）を当該移動様式に対応する同表の改正後の欄中様式の表示に下線が

引かれた様式とする。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

総社市私立就学前教育・保育施設整備事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市長は，社会福祉法人等が就学前教育・保育施設整備交付金交付要

綱（就学前教育・保育施設整備交付金の交付について（令和５年８月２２

日付けこ成事第４６６号こども家庭庁長官通知）別紙。以下「国要綱」と

いう。）に規定する保育所，認定こども園又は小規模保育事業所（以下「保

育所等」という。）の整備を図るために，その必要があると認めたときは，

この要綱の定めるところにより補助金を交付するものとする。 

（補助対象事業等） 

第２条 補助対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，次に掲

げる事業とする。 

(１) 国要綱に規定する施設整備事業 

 

 

(２)及び(３) 略 

２及び３ 略 

（補助金の交付額） 

 

総社市私立保育所整備事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市長は，総社市社会福祉法人等の助成に関する条例（平成１７年総

社市条例第１２１号。以下「条例」という。）に基づき，社会福祉法人が

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条に規定する保育所の整

備を図るために，その必要があると認めたときは，この要綱の定めるとこ

ろにより補助金を交付する。 

 

（補助対象事業等） 

第２条 補助対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，次に掲

げる事業とする。 

(１) 厚生労働省の保育所等整備交付金交付要綱（以下「国要綱」という。）

に規定する保育所等，保育所機能部分又は小規模保育事業所に関する施

設整備事業 

(２)及び(３) 略 

２及び３ 略 

（補助金の交付額） 



改 正 後 改 正 前 

第３条 略 

２ 前項の規定にかかわらず，同項の補助金の交付額は，保育所等の整備の

ために，国，他の地方公共団体又は民間団体から補助金の交付を受けた場

合においては，当該交付を受けた補助金の合計額を同項に規定する額から

控除した額とする。 

３ 略 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は，私立就学前教育・保育施設整

備事業費補助金交付申請書（様式第１号）に総社市社会福祉法人等の助成

に関する条例（平成１７年総社市条例第１２１号。次項において「条例」

という。）第３条各号に定める書類を添えて，市長に提出しなければなら

ない。 

２ 条例第３条第５号に規定する市長が必要と認める書類は，次のとおりと

する。ただし，補助対象事業の種別により，その一部を省略することがで

きる。 

 (１)～(３) 略 

(４) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第６条の

２第１項の規定による確認済証の写し 

(５)～(９) 略 

 (10) その他必要な書類 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は，前条の申請があったときは，これを審査の上，補助するか

どうかを決定し，私立就学前教育・保育施設整備事業費補助金交付決定通

知書（様式第２号）により当該申請者に通知するものとする。この場合に

おいて，市長は，当該補助の目的を有効に達し得るために必要な条件を付

することができる。 

 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者が，補助事業を完了したときは，私

立就学前教育・保育施設整備事業費補助金実績報告書（様式第３号）に次

に掲げる書類を添えて，１箇月以内に市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

(４) 建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済

第３条 略 

２ 前項の規定にかかわらず，同項の補助金の交付額は，保育所の整備のた

めに，国，他の地方公共団体又は民間団体から補助金の交付を受けた場合

において，その補助金の合計額が同項に規定する額を超えるときは，その

超える補助金額に相当する額を控除するものとする。 

３ 略 

（補助金の交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は，私立保育所整備事業費補助金

交付申請書（様式第１号）に条例第３条各号に定める書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

 

 

２ 条例第３条第５号に規定する市長が必要と認める書類は，次のとおりと

する。ただし，補助対象事業の種別により，その一部を省略することがで

きる。 

 (１)～(３) 略 

(４) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項又は第６条の

２第１項の規定による適合通知書 

(５)～(９) 略 

 (10) その他 

（補助金の交付決定） 

第５条 市長は，前条の申請があったときは，これを審査の上補助するかど

うかを決定し，私立保育所整備事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）

により当該申請者に通知するものとする。この場合において，市長は，当

該補助の目的を有効に達し得るために必要な条件を付することができる。 

 

 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者が，補助事業を完了したときは，私

立保育所整備事業費補助金実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を

添えて１箇月以内に市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) 略 

(４) 建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済



改 正 後 改 正 前 

証の写し 

(５)～(９) 略 

（補助額の確定及び支払） 

第８条 市長は，前条の書類を受理したときは，これを審査し，補助金交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは，私立就学前

教育・保育施設整備事業費補助金交付確定通知書（様式第４号）により交

付額の確定をするものとし，確定後補助金を交付するものとする。 

２ 略 

３ 市長は，国，地方公共団体又は公共的団体から助成を受けた保育所等を

取り壊して，新築及び改築をする場合には，補助金の額について減額をす

ることができる。 

 

様式第１号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第２号（第５条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第３号（第７条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第４号（第８条関係） 

（別紙のとおり） 

 

証 

(５)～(９) 略 

（補助額の確定及び支払） 

第８条 市長は，前条の書類を受理したときは，これを審査し，補助金交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは，私立保育所

整備事業費補助金交付確定通知書（様式第４号）により交付額の確定をす

るものとし，確定後補助金を交付するものとする。 

２ 略 

３ 市長は，国，地方公共団体又は公共的団体から助成を受けた保育所を取

り壊して，新築及び改築をする場合には，補助金の額について減額をする

ことができる。 

 

様式第１号（第４条関係） 略 

 

 

様式第２号（第５条関係） 略 

 

 

様式第３号（第７条関係） 略 

 

 

様式第４号（第８条関係） 略 

 

 

 

附 則 

 この告示は，公布の日から施行する。 



様式第１号（第４条関係） 

 

年  月  日   

 

 総社市長      様 

 

所 在 地            

法 人 名            

代表者名            

 

私立就学前教育・保育施設整備事業費補助金交付申請書 

 

 私立就学前教育・保育施設整備事業費補助金の交付を受けたいので，総社市私立就学前

教育・保育施設整備事業費補助金交付要綱第４条の規定により，関係書類を添えて申請し

ます。 

 

記 

 

 １ 施設の所在（予定）地 

 

 ２ 施設の名称 

 

 ３ 事業の種別 

 

 ４ 事業着手（予定）年月日 

 

 ５ 事業完了（予定）年月日 

  

 ６ 事業計画額                   円 

 

 ７ 補助金交付申請額                円 



様式第２号（第５条関係） 

 

                             総社市指令 第  号 

  年  月  日  

 

      様 

 

総社市長          印 

 

私立就学前教育・保育施設整備事業費補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった私立就学前教育・保育施設整備事業費補助

金は，審査の結果，次のとおり交付を決定したので，総社市私立就学前教育・保育施設整

備事業費補助金交付要綱第５条の規定により通知します。 

 

記 

 

 １ 施設の所在（予定）地 

 

 ２ 施設の名称 

 

 ３ 事業の種別 

 

 ４ 補助金交付決定額            円 

 

 ５ 補助金交付の条件 

 

 

 

 



様式第３号（第７条関係） 

 

年  月  日   

 

 総社市長      様 

 

所 在 地            

法 人 名            

代表者名            

 

私立就学前教育・保育施設整備事業費補助金実績報告書 

 

     年  月  日付け総社市指令 第 号で交付決定のあった私立就学前教育・

保育施設整備事業費補助金に係る事業が完了しましたので，総社市私立就学前教育・保育

施設整備事業費補助金交付要綱第７条の規定により，関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 施設の所在地 

 

２ 施設の名称 

 

 ３ 事業の種別 

 

 ４ 事業着手年月日 

 

 ５ 事業完了年月日 

 

 ６ 補助金交付決定額           円 



様式第４号（第８条関係） 

 

                               第     号 

年  月  日   

 

           様 

 

 

総社市長          印 

 

 

私立就学前教育・保育施設整備事業費補助金交付確定通知書 

 

     年  月  日付け総社市指令 第 号で交付決定した私立就学前教育・保育

施設整備事業費補助金については，    年  月  日付けで提出のあった実績報告

書に基づき，次のとおり確定したので，総社市私立就学前教育・保育施設整備事業費補助

金交付要綱第８条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 事業の種別 

 

２ 交付確定金額            円 

 

 


